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　次の【事実】に含まれる憲法問題について論じなさい。（配点：40点）

【事実】

　Ａら３人（以下「Ａら」とする）は，Ｂ市を拠点として活動する市民団体Ｃ

のメンバーである。市民団体Ｃは，自由・平等・正義の実現を目的として幅広

く活動を行っており，市政による人権侵害や警察官の不正を糾弾してきた。

　Ｂ市には外国人が多く居住しており，外国人排斥を強く主張する団体Ｄが，

外国人の子どもが多く通う学校の前や公衆が多く集まる場で，拡声器を用いて，

外国人に対するヘイトスピーチを頻繁に行い，社会問題となっていた。

　Ａらは市民団体Ｃの活動の一環として，ヘイトスピーチ規制法案の成立を促

すため，民営鉄道事業者のＥ駅が管理する駅前広場で，Ｅ駅係員の許諾を受け

ることなく，金曜日の午後４時から，ヘイトスピーチ規制の必要性を記載した

ビラを配布していた。Ｅ駅はＢ市の市役所の最寄り駅で，駅前広場はＢ市最大

の繁華街へ通じる公道と切れ目なく続いていた。Ａらは「ヘイトスピーチ規制

を！」と記載したゼッケンを着用していたが，拡声器は一切使用せず，通行の

妨げにならないよう十分な配慮をして，平穏に配布を行っていた。

　この様子を駅前広場に隣接する派出所の警察官が目撃し，Ｅ駅管理者に連絡

した。これを受けてＥ駅管理者は，団体Ｄが市民団体Ｃのビラ配布を実力で妨

害し駅前広場の秩序を乱す可能性があるとして，ビラ配布を即刻中止するよう

Ａらに求め，Ｅ駅管理者に同行した駅員らは，Ａらの腕をつかんで配布を阻止

しようとした。これに対し，Ａらは駅員らの手をふりはらい，抗議して言い争

いになったが，その後も 5 分間，制止をふりきり，「ヘイトスピーチ反対！」

と大声で叫びながら，ビラを配布し続けた。

　Ａらは，鉄道営業法 35 条違反および刑法 234 条の威力業務妨害罪で起訴さ

れた。なお，事件当時，Ｅ駅の駅前広場においては商業ビラの配布も行われて

いたが，それについては黙認されていた。

〔参照条文〕

鉄道営業法第 35 条　鉄道係員ノ許諾ヲ受ケスシテ車内，停車場其ノ他鉄道地

内ニ於テ旅客又ハ公衆ニ対シ寄附ヲ請ヒ，物品ノ購買ヲ求メ，物品ヲ配付シ

其ノ他演説勧誘等ノ所為ヲ為シタル者ハ科料ニ処ス
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　次の【事実】における甲の罪責を，次の⑴及び⑵の点に留意しつつ，論じなさ

い（特別法違反の点を除く。）。（配点：40点）

⑴　違法性に関する論点については，①行為の規範違反性を重視する立場と，

②法益の侵害・危険の発生を重視する立場の両方から，それぞれ論じること。

⑵　問題となる論点について論ずる際には，一つの基準を自明のものとして

提示してこれに事実を当てはめるだけではなく，なぜその基準が妥当なの

かの点まで含めて説明すること。

【事実】

　夏のある日の午後，甲が商店街の歩道を歩いていたとき，セミが飛んできて

甲の背中にコツンと当たった。ちょうどその時，商店街の電気店に陳列され，

刑事ドラマを放送中のテレビから，「手を挙げろ」というセリフが聞こえた。

そこで甲は，背後にいる人物が自分に対してピストルを突き付け，「手を挙げろ」

と言っているに違いないと，錯覚してしまった。

　甲はそこで，自分の身を守るため振り返りざまに，すぐ後ろを歩いていた X

の脚を蹴飛ばし，X を車道上に転倒させた。すると，たまたまそこに，制限時

速 40 キロを 20 キロ超過し，前方不注視で運転してきた A の自動車が通りか

かり，X を轢
ひ

いてしまった。X はこれにより，死亡した。

　しかし実は，X は甲から蹴飛ばされる直前，甲を殺害するため鞄からピスト

ルを取り出したところであって，甲はセミとテレビのおかげで，X に射殺され

ずに命拾いをしたのであった。
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　次の【共通の事実】を読み，〔小問１〕及び〔小問２〕に解答しなさい。なお，

〔小問１〕と〔小問２〕は独立の問いである。

【共通の事実】

　甲土地の上に乙建物が存在している。A は両方の不動産を所有しており，所

有権移転登記も経由している。

　A は，乙建物を B に 500万円で売却する契約を，B と締結した（以下では「本

件売買契約」という。）。

　B に甲土地の利用権原を与えるために，AB 間では，本件売買契約と同時に，

甲土地の賃貸借契約も締結された（以下では「本件賃貸借契約」という。）。本

件賃貸借契約の始期は，乙建物が本件売買契約に基づき B に引き渡された日

と定められた。

〔小問１〕

　【共通の事実】に加えて，次の事実があったものとする。

　本件売買契約では，2015 年 10 月 31 日に，B が A に 500 万円を一括で支払

うのと引き換えに，A は B に清掃済みの乙建物を引き渡すとともに乙建物の所

有権につき B への移転登記を申請することが，定められていた。

　A は 2015 年 10 月 30 日までに，乙建物を清掃して引渡しの準備を整え，ま

た乙建物の所有権移転登記の申請に必要な書類もすべて用意した。ところが，

2015 年 10 月 31 日に B は約束の場所に姿を現さず，500 万円の支払もなされ

なかった。

　そこで 2015年 11月 1日，Aは B に電話をかけ，乙建物の引渡し及び所有権

移転登記申請について準備はすべて整っているので，すみやかに 500 万円を支

払うよう求めた。しかし，B は A に 500 万円を支払わないままでいた。

　そうしたところ，2015 年 11 月 8 日，甲土地の一帯で 50 年に一度という規

模の大雨が降り，そのために近くの川が氾濫して，乙建物は土台から根こそぎ

流されてしまった。

　このとき，B は A に対して 500 万円を支払うよう請求することができるか，

論じなさい。（配点：15点）
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〔小問２〕

　【共通の事実】に加えて，次の事実があったものとする。

　B は A に 500 万円を支払い，A から乙建物の引渡しを受けた。B は本件賃貸

借契約にしたがって，A に毎月所定の賃料を支払っている。しかし，本件売買

契約や本件賃貸借契約に伴って甲土地や乙建物について登記手続がなされるこ

とは一切なく，したがって，乙建物の所有権についても，登記名義人は A の

ままであった。

　その後，A は，甲土地を C に売却した。C は A に代金全額を支払い，甲土

地につき，A から C への所有権移転登記が経由された。

　このとき，C は B に対して，乙建物を収去して甲土地を明け渡すよう請求

することができるか。「原則としては，こういう理由でこういう結論になる。

しかし，例外的に，例えばこういう事情がある場合には，こういう理由でこう

いう結論になる」というように，原則とそれに対する例外とを区別して，論じ

なさい。（配点：25点）


